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知財エコシステムへの特許情報の活⽤
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特許技監 岩崎 晋

2021特許・情報フェア＆コンファレンス

最近の知財動向
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マクロ経済社会の動向 〜世界の経済活動⽔準〜
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2019年末以降の世界各国・地域の経済活動⽔準（四半期実質ＧＤＰ）の推移

（出所）各国政府資料
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 1-3⽉期、⽶国と中国はプラス成⻑を続けた⼀⽅、⽇本とユーロ圏は、コロナの感染状
況悪化によりマイナス成⻑。1-3⽉期時点でコロナ前を上回る⽔準に回復している主要
国は中国のみ。

 ⽇本は、昨年4-6⽉期の落ち込みが欧⽶に⽐べて⼩さかったが、1-3⽉期に再びマイナ
ス成⻑となったため、新型コロナ前の⽔準を下回っている。
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⽇本の産業財産権等使⽤料の国際収⽀は3.0兆円の⿊字
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※産業財産権等使⽤料
産業財産権（特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権）、ノウハウ（技術情報）
の使⽤料やフランチャイズ加盟に伴う各種費⽤、販売権の許諾・設定に伴う
受払等を計上。これらの権利に関する技術、経営指導料も含む。

※財務省・⽇本銀⾏「国際収⽀統計」に基づき特許庁作成

 我が国の国際収⽀が悪化する中、知的財産は国富を⽣む重要な資産。
 2020年の産業財産権等使⽤料の国際収⽀は4年ぶりに3.0兆円を下回った。

特許庁
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特許出願件数等の推移

特許庁 4

 中国における出願件数とPCT出願件数は⼤きく増加の傾向
 ⽇本は近年では五⼤特許庁（⽶・欧・中・韓・⽇）で唯⼀出願数が減少傾向にある

（出典）特許⾏政年次報告書2021、各国ウェブサイト
2020年は暫定値

⽇⽶欧中韓における特許出願 出願⼈居住国別のPCT国際出願件数の推移

（出典）WIPO IP Statistics Data Center
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⽉別特許出願件数等の変化（2019〜）
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⽉別特許出願件数 ⽉別特許出願審査請求件数

（出典）特許庁データベースを元に作成

(件) (件)

⽉別PCT特許出願件数(件)

 2020年(オレンジ)の特許出願件数は2019年(⻘)から6.3%減、PCTは4.5%減。
 2021年(緑)は2020年と同⽔準、審査請求件数は回復傾向。

12/9更新（速報値）
(データ取得⽇12/9)
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※⽇本国特許庁が受理官庁となっているもの
(⻘) 2019年
(オレンジ) 2020年
(緑) 2021年
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⽉別意匠・商標登録出願の変化（2019〜）
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⽉別意匠登録出願件数 ⽉別商標登録出願件数

2020年

（出典）特許庁データベースを元に作成
（備考）ハーグ・マドプロ出願は除く。

(件) (件)

2019年

2019年2020年
14.3%

 意匠登録出願件数・商標登録出願件数は2020年2⽉~4⽉にかけて減少したものの、
6⽉以降は回復傾向（国際意匠登録出願・国際商標登録出願は除く）

8.6%

12/9更新（速報値）
(データ取得⽇12/9)
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知財エコシステムにおける知的財産の役割

特許庁 7
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「知財戦略」に対する経営の期待

 これからの知財戦略のスコープは「将来構想」であり、知財戦略が新事業創造等
まで強く影響を及ぼすことが期待されている。

コーポレートガバナンス・コードの改訂（「知的財産」の明記）

9

主な改訂ポイント

知
的
財
産

上場会社は、⼈的資本
や知的財産への投資な
どについても、分かり
やすく具体的に情報を
開⽰・提供すべきであ
る（補充原則3-1③）
取締役会は、⼈的資本
や知的財産への投資な
どの重要性に鑑み、経
営資源の配分や、事業
ポートフォリオに関す
る戦略の実⾏が企業の
持続的な成⻑に資する
よう、実効的に監督を
⾏うべきである（補充
原則4-2②）

 コートレートガバナンス・コードの改訂により経営層が「知的財産」に関⼼を持つことが期待される。
 競争優位の源泉となる「知的財産」を適切に情報開⽰することにより、投資家を含むステークホルダー

からの信任を得ることに繋がり、共同利益を拡⼤し、社会的価値を創造し続けることが期待される。

（出典）知財事務局第６回構想委員会資料
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経営層における知財意識は未だ低い
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 2002年に「知的財産⽴国」が宣⾔されてから約20年が経とうとしているが、「経営層が知財を重
視している」、「知財活動を経営に貢献できている」、「経営層と知財部⾨との情報共有ができてい
る」企業は、未だに半数以下。

 経営層のIPランドスケープに対する意識・理解度は低い。

40%

8%17%

35%

1 2 3 4

n=533
（出典）経営戦略に資する知財情報分析・活⽤に関する調査研究

経営層のIPランドスケープに
対する意識・理解

知財マネジメントに関するアンケート調査

（出典）経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】

企業と投資家との対話に期待されるイノベーション創出・企業価値向上

11

知財部⾨

事業部⾨
研究開発部⾨

経営層 投資家適切な知財情報等に基づく対話 適切な知財情報等に基づく対話

研究開発を通じた
イノベーション創出

ROE・研究開発投資
効率の⾼い経営

⾼い企業価値評価

社会的価値創造の好循環

好循環 好循環

投資家の評価観点
インプット アウトプットプロセス

企業の有形・無形資産をどこ
にどの程度投⼊しているのか

企業の資源をバリューアップ
する仕組みがあるのか

顧客・投資家等にどのような
価値を提供しているのか

将来性のある領域への投資
スピーディに収益化に繋げる

⼯夫(OI︓協業先の選定)
製品・技術の特徴の開⽰

IPランドスケープの活⽤

関連づけされた
研究開発等の情報

知財情報の活⽤場⾯

（出典）デロイトトーマツ「⽇本企業のこれからの持続的な価値創造に向けた研究
開発投資に求められる投資家との対話・情報提供の在り⽅」に基づき、特許庁作成
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IPランドスケープ
知
財
部
⾨
⇔

事
業
責
任
者

経
営
者

IPランドスケープ
IPランドスケープとは、経営戦略⼜は事業戦略の⽴案に際し、

①経営・事業情報から仮説を設定し、知財情報を組み込んで検証・分析する
②現状の俯瞰・将来展望等を「⾒える化」し、経営者・事業責任者と共有する
→⽴案・意思決定に、経営層と知財部⾨との双⽅向のやりとりを反映

社
内
︵
⾮
公
開
︶
情
報

⾃社内部情報
ミッション・ビジョン

経営計画・事業計画
各部⾨戦略

グループ企業情報・経営資源
製品・開発ロードマップ

⾃社の強み・弱み

⾃社保有他者情報
営業情報・顧客情報

顕在競合/潜在競合情報
アライアンス/パートナー情報

カスタマー・ユーザーニーズ
サプライヤー/カスタマー情報

カスタマー・ユーザーデータ

知財(テクノロジー、デザイン、ブランド等)情報

創出・獲得・活⽤状況
共同研究開発・ライセンス・係争

知財戦略

差別化・差異化・優位性・特徴
事業貢献・価値評価

知財トレンド

公
開
情
報

市場（マーケット）
市場規模・成⻑率

シェア・トレンド
ニーズ・ウォンツ

参⼊障壁・法規制・標準化
既存競合・新規参⼊

ビジネスエコシステム

事業（ビジネス）
事業概要・ビジネスモデル

経営戦略・事業戦略
収益源・データ

M&A・アライアンス
財務状況・経営資源

サプライ/バリューチェーン

特許庁 経営戦略・事業戦略の⽴案・意思決定 12

特許庁産業財産権制度問題調査研究
「経営戦略に資する知財情報分析・活⽤に関する調査研究」より

新事業創造に資する知財戦略事例集
〜「共創の知財戦略」実践に向けた取り組みと課題〜
 令和3年4⽉電⼦版公開（冊⼦版は6⽉下旬刊⾏予定）

 令和3年4⽉公開の共創（Co-creation）による新事業創造と知財戦略の連携に関する事例集。
 主要なターゲットは、経営層、新事業創造部⾨、事業部⾨（特に事業創造関係者）、知財部⾨。

新事業創造に資する知財戦略事例集

13

① Co-creationによる事業創造の全体
像を俯瞰し、経営層・新事業開
発・知財の各⽴場における「悩み
や課題」にフォーカス

② 新事業創造における知財戦略実践
への「アプローチ」および「環境
整備」と、事業創造プロセスにお
ける「知財戦略の実践」の2章⽴て

③ 国内外12社の多様な取組を事例と
してコンパクトに掲載（１事例当
たりＡ4版1ページ）。

④ 事例が探しやすいように、読者別
の索引に加え、部⾨や⽴場にあり
がちな“よくある悩み”別の索引も⽤
意。

https://www.jpo.go.jp/support/exa
mple/chizai_senryaku_2021.html
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知財エコシステムへの特許情報の活⽤

特許庁 14

知財エコシステムと特許情報

 特許情報は知財エコシステムにおける促進剤
特許情報…特許・実⽤新案・意匠・商標の出願・権利化に伴って⽣み出される情報(公報情報や経過情報等)

①知的財産

③未来を拓く「知」
新たな価値の創出

⼀⼈ひとりの創造⼒の発揮

新たな技術・ビジネスの保護

知財戦略
オープン＆クローズ
IPランドスケープ

知財エコシステム

特許情報
(公報情報や経過情報等)

②社会への好影響
⾃律的な関係の構築

知的財産の
可視化

オープン
イノベーション

権利化戦略
の検討

事業戦略
仮説の設定

ライセンス
標準化

価値評価
15
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特許情報を活⽤した分析例
特許庁技術動向調査 MaaS技術（⾃動運転技術など）

16

自動運転関連技術の出願人の国籍・地域

1 トヨタ自動車 647件

2
DIDI CHINA TECHNOLOGY
（中国） 436

3
FORD GLOBAL 
TECHNOLOGIES（米国） 290

4 UBER TECHNOLOGIES（米国） 289

5
GM GLOBAL TECHNOLOGY 
OPERATIONS（米国） 173

6 日立製作所 160
7 本田技研工業 143
8 IBM（米国） 127
9 三菱電機 99

10 HYUNDAI MOTOR（韓国） 92

MaaS関連技術の出願件数上位10者

日本国籍

2,173件

22.5%

米国籍

2,132件

22.1%

欧州国籍

（独除く）

350件

3.6%

独国籍

461件

4.8%

中国籍

3,283件

34.0%

韓国籍

1,020件

10.6%

その他

224件

2.3%

合計
9,643件

MaaS関連技術の出願人の国籍・地域

（注）2014~2018年の合計。

出所：令和2年度特許出願技術動向調査「MaaS~自動運転関連技術からの分析~」

日本国籍

20,008件

37.5%

米国籍

11,311件

21.2%

欧州国籍

（独除く）

3,062件

5.7%

独国籍

7,824件

14.7%

中国籍

4,965件

9.3%

韓国籍

5,359件

10.0%

その他

865件

1.6%

合計
53,394件

⽇⽶欧中韓の特許⽂献（2014〜2018年）と、⾮特許⽂献（2017〜2019年）を、⼈⼿で読込調査。
全体動向（下記掲載）を⾒ると、⾃動運転関連の出願件数で最も多いのは⽇本国籍で、全体の37.5%

を占める。
MaaS関連技術の出願件数で最も多いのは中国籍で、全体の34.0%を占める。
本調査では、全体動向の分析に加え、さらに詳細な技術区分別の動向分析、市場環境や政策動向調

査、有識者による議論等を⾏い、⽇本のMaaS技術について提⾔・⽰唆を⾏っている。
具体的には、マルチモーダル連携構築、多様な交通事業者が共通にアクセス可能なデータ収集・共有

プラットフォームの構築、個別技術の統合化等を今後の課題として指摘している。

※2021年9月3日 日経新聞にて紹介

Economic Research Working Paper No. 44

17

 WIPO IPC Green Inventoryをもとに、環境親和的技術の動向を分析。
 ⽇本国籍出願⼈に環境親和的技術の蓄積がなされていることを⽰唆。

出典︓https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/en/wipo_pub_econstat_wp_44.pdf

（※注）本ペーパでは、「Patent Family」を「同じ発明について保護するために少なくとも
１つの国⼜は地域で出願された相互に関係する特許出願群」と定義している。

Japan Japan

U.S.ChinaU.S.

China

特許情報を活⽤した分析例
世界知的所有権機関による環境親和的技術に関する特許の分析
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今後形成が期待されるエコシステム（知財分析の視点で）

分析A 分析B

分析C

マーケット
情報

経済指標 社会統計

特許情報

②効果的な分析
の利⽤

環境技術に強いと分析された企業
・認知度の向上

・製品売上の増加
・投資の呼び込み

知財分析市場

企業ブランド向上
ESG投資

特許庁

①各種の分析の提供 ③分析結果の社会浸透

④分析ニーズの⾼まり
新しい分析・⼿法の進化

市場の活性化

分析D
分析E

分析F

特許情報取得APIの試⾏提供

特許庁 19

• 令和4年1⽉より、特許庁の保有する特許情報の更なる活⽤を促進するため、APIを
利⽤した特許情報の試⾏提供を開始。

• APIにより、ユーザによる特許情報の柔軟な利⽤が可能となり、知的創造サイクルが活
性化し、更なるイノベーションが促進されることが期待される。



JPO

11

JPO

特許庁 20

利⽤者の⾃作アプリケーションでAPIから提供される特許情報データを柔軟に利⽤することが可能

ユーザ

特許情報のテキストデータを返却⾃作アプリケーションでデータ処理

⾃作アプリ

特許庁
サーバ

・⾃⼰出願の案件管理
・他者出願の監視
・書類のチェック、雛形の作成
・情報の分析 など

XMLファイル（例）
<jp:document-name>特許査定</jp:document-name>
<jp:name>特許庁⻑官</jp:name>
･･･

Jsonファイル（例）
“applicationNumber”:”2020008423”
“inventionTile”:”管理システム”
･･･

API リクエスト

書誌情報や経過情報
拒絶理由通知書、補正書などの書類実体

特許情報取得APIの試⾏提供

今後期待されるエコシステムの拡⼤（各企業・事務所の視点で）

出願

中間⼿続

権利化

活⽤

出願・権利化
戦略

自社出願の管理

権利の管理

拒絶理由・特許クレーム等の分析

申請書類のチェック

申請書類
雛形の自動作成

他社出願の監視

期限管理

知財・経営
戦略

権利更新の判断

①作業の効率化、
高度なモニタリング・可視化

＜特許情報取得APIを例として＞

②新たな分析対象・手法

③経営に資する実効的な知財戦略

・効率化による生産性の向上
・高度な分析
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VALUES
（ビジョンのために職員は

どのような指針で⾏動・判断するのか）

VISION
（ミッションのために組織は何を成すのか）

MISSION
（どのような社会を実現したいのか）

特許庁のミッション・ビジョン・バリューズ2021

22

産業財産権を通じて、未来を拓く「知」が育まれ
新な価値が⽣み出される知財エコシステムを協創することで

イノベーションを促進する

「知」が尊重され、 ⼀⼈ひとりが
創造⼒を発揮したくなる社会を実現する

透明性をもって、公正、公平に実務を⾏う
ユーザーの⽴場で考える

前例にこだわらず、改善を続ける
プロフェッショナルとして主体的に⾏動する

特許庁全体の視野に⽴つ

御清聴ありがとうございました


